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1,023人、その内妊娠中に家庭訪問を受け入れた妊婦は 594人 (58.1%) であった。
1023名のうち、アウトカムの欠損したデータを除き、964名 (家庭訪問群 410名、
家庭訪問なし群 554名) を解析の対象とした。全ての対象者 964名のうち、家庭訪
問を受けなかった群は受けた群と比べて、妊娠中の喫煙や飲酒があり、未婚であり、
望まない妊娠である傾向が見られた。傾向スコアマッチングを行ったところ、介入
群 (家庭訪問群) 311名、対照群 311名となった。二群の背景因子に差はなかった。
介入群は対照群よりも、出生週数が 0.55週 (95%CI: 0.18-0.92) 遅くなり、早産の
Odds比が 0.62 (95%CI:0.39-0.98) となり、出生体重が 107.8g (95%CI: 27.0-188.5) 
増加した。サブグループ解析で、28週以降に家庭訪問を行った群 (209名) は、出
生週数が 0.40週 (95%CI: 0.06 -0.74) 遅くなった。 
【考察】本研究によって、日本の公衆衛生施策の中で行うハイリスク妊婦に対する
家庭訪問は、早産を予防する可能性が示された。特に、28週以降の家庭訪問が有効













妊婦は 594人 (58.1%) であった。傾向スコアマッチングを行い、家庭訪問群 311名と非家庭訪問群
311名の二群を比較したところ、家庭訪問群のほうが、出生週数が 0.55 週 (95%CI: 0.18-0.92) 延長










 なお、本学位授与申請者は、平成 28年 1月 27日実施の論文内容とそれに関連した試問を受け、
合格と認められたものである。 
 
